
１ 予算規模 （単位：千円、％）

令和７年度 令和７年度
対現計予算比 対前年同期比 ９月補正額 同期予算額

A B C(A+B) C/A C/E D E

143,038,328 8,166,800 151,205,128 105.7 106.5 4,029,038 141,964,338

78,378,820 864,393 79,243,213 101.1 102.2 6,700 77,547,766

209,569,548 202,764 209,772,312 100.1 111.0 122,946 189,062,475

430,986,696 9,233,957 440,220,653 102.1 107.7 4,158,684 408,574,579

２ 予算の概要

864 百万円

766 百万円
（１）豪雨により被災した施設の復旧事業（87件）
（２）災害対策業務

7,000 百万円

604 百万円

令和８年度 下関市 ９月補正予算案の概要

区 分

一般会計

特別会計

企業会計

合 計

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため除外しています。

１ 長州出島産業ゾーンの土地売却に伴う借入金の返済
  市債残高の全額繰上償還及び土地開発基金からの借入金返済

２ 災害復旧関連事業

３ ボートレース事業収益金の活用
（１）ボートレース未来基金積立金
（２）新病院整備基金積立金

４ その他
（１）新病院人事給与制度構築等業務
（２）下関運動公園駐車場改修事業
（３）交流型子育て総合支援施設整備事業 【債務負担行為追加】 ほか
    （サウンディング型市場調査）

現計予算額 ９月補正額 累計額

令和８年度９月補正予算案は、長州出島産業ゾーンの土地売却に伴う借入金の返済や豪雨に
伴う災害復旧関連事業のほか、ボートレース事業会計の利益剰余金を受け入れ、基金に積み立てを
行うなど、早期に新たな対応が必要となった事項に係る経費を計上するものです。
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３ 事業一覧

予算額（千円）
１ 長州出島産業ゾーンの土地売却に伴う借入金の返済 864,393

ｱ 臨海土地管理・売却業務<臨海土地造成事業会計> <港湾局経営課> 864,393

２ 災害復旧関連事業 765,800
ｱ 豪雨により被災した施設の復旧事業 645,800

農業用施設（農地16件、施設16件） <農林水産整備課>
林業用施設（林道24件） <農林水産整備課>

<道路河川管理課>

ｲ 災害対策業務 <防災危機管理課> 120,000
災害に対する応急復旧（177件）

事業名

土  木  施  設（道路1件、河川3件、応急復旧27件）

新港地区（長州出島）の土地売払収入等を財源に、市債を繰上償還し、下
関市土地開発基金からの借入金の一部を返済

新港地区

売却済

売却予定

分譲中

産業ゾーン

（単位：千円）
土地売払収入（新港地区10区画） 3,038,993
土地売払収入（あるかぽーと地区2筆）※ 19,060
土地貸付収入 ※ 12,000

繰上充用（R7決算赤字補填） 2,205,546
市債の償還 365,609
土地開発基金へ借入金返済 508,087
不用額（委託料）の減額 △ 9,189

※予算未計上分

充
当
先

物流ゾーン
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予算額（千円）事業名
３ ボートレース事業収益金の活用 7,000,000

ｱ ボートレース未来基金積立金 <財政課> 6,000,000

ｲ 新病院整備基金積立金 <地域医療課> 1,000,000

４ その他 603,764
ｱ 納税通知書等の電子化業務（税制改正対応） <資産税課> 14,000

ｲ <幼児保育課> △ 14,000

ｳ 標準準拠システム（子ども・子育て支援システム）導入運用業務 <幼児保育課> ー

※下関市立新病院整備基金条例の議案をR8年第3回定例会に提出

交流型子育て総合支援施設整備事業（サウンディング型市場調査）

ボートレース事業収益を活用して、ボートレース未来基金へ積み立てを行い、まちづ
くりの推進に資する各種施策に活用

新病院整備に係る市の将来負担に備えるため、ボートレース事業収益を活用し
て、「下関市立新病院整備基金」を設置し、一定額を積立

令和７年度税制改正に基づき、固定資産税や都市計画税、軽自動車税の納
税通知書等について、納税者の申出により、eLTAX（地方税ポータルシステム）
を経由して電子的に副本を送付できるよう税務システムを改修

基本構想を踏まえ、民間事業者の参画意向や公募条件等を事前に把握・調
整する「サウンディング型市場調査」を実施

保育園等の利用や給付認定を管理する子ども・子育て支援システムについて、
国が定める標準仕様に準拠するシステムを構築

（単位：千円）

積立て 取崩し
15,613,100 6,000,000 9,571,000 12,042,100

R8中の動向R7末現在高 R8末現在高
見込み

○R8予算の減額、R9債務負担行為の廃止
事業名 年度 予算額（千円）

R8 14,000 全額減
R9 6,000 債務負担行為の廃止

○R9債務負担行為の設定
事業名 年度 予算額（千円）

交流型子育て総合支援施設 R8 ー
サウンディング型市場調査業務 R9 8,000 

交流型子育て総合支援施設整備事業
（事業者公募に向けた資料作成業務）

○債務負担行為

事業名 期間 限度額（千円）

標準準拠システム（子ども・子育て支援）導入運用業務 R9～R10 71,346
子ども・子育て支援システムデータ抽出業務 R9～R10 22,000
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予算額（千円）事業名

ｴ 新病院人事給与制度構築等業務 <地域医療課> 15,000

ｵ 脱炭素先行地域づくり業務 <環境政策課> 316,000

ｶ 下関運動公園駐車場改修事業 <スポーツ振興課> 70,000

ｷ 学校外壁落下予防保全事業 <学校支援課> ー

ｸ 火の山パルスゴンドラ整備事業<観光会計> <観光施設課> ー

ｹ 長府浄水場更新事業<水道事業会計> <水道施設課> 202,764
物価高騰等に伴う建設工事費の増額及び債務負担行為の再設定

下関市立市民病院及び下関医療センターの統合にあたり、人事給与制度の調
査及び設計、職員採用計画策定支援等を実施

本市の脱炭素先行地域計画における未利用地への太陽光発電の導入や遊休
農地への営農型太陽光発電の導入、民間施設への再エネ省エネ設備導入等
に係る経費の一部を助成

運動公園内施設での大規模なイベントや大会等が重複する際の車両出庫時の
渋滞を解消するため、出庫ゲートを増設し、事前精算機を増設・移設

小・中学校施設の老朽化に伴う外壁落下や雨漏りを予防するため、外壁及び
屋上防水工事を実施（生野小、垢田小）

火の山地区観光施設再編整備事業の一環として、パルスゴンドラの上駅・下駅
の整備及び火の山レーダー局のアンテナ移設工事を実施

設備・機器 現況
出庫ゲート 1台 2台 （増設）
事前精算機（駐車場内） ー 2台 （増設）
事前精算機（J:COMｱﾘｰﾅ下関） 1階に2台 1･2階に各1台 （移設）

改修後

○債務負担行為
期間 限度額（千円）

R9～R10 45,000

○債務負担行為
期間 限度額（千円）

R9 341,000

○債務負担行為
期間 限度額（千円）

R9 703,000

○債務負担行為
期間 限度額（千円）

R9～R26 23,803,466
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予算額（千円）事業名

ｺ 繰越明許費

ｻ 債務負担行為

火の山パルスゴンドラ整備事業（設定）<観光会計> （再掲）
長府浄水場更新事業（追加）<水道事業会計> （再掲）

下関市民会館中ホール改修事業 ほか５件（設定）
火の山パルスゴンドラ整備に伴うアンテナ移設付帯工事（設定）<観光会計>

標準準拠システム（子ども・子育て支援）導入運用業務 ほか４件（追加）（再掲）
交流型子育て総合支援施設整備事業（廃止） （再掲）
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４ 一般会計の状況（款別内訳）
（単位：千円、％）

現計予算額 ９月補正額 累計額 令和７年度
同期予算額 増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D
35,160,387 35,160,387 34,110,812 3.1
11,101,007 11,101,007 9,183,724 20.9
25,937,552 25,937,552 26,198,662 △ 1.0

338,419 4,100 342,519 1,419,504 △ 75.9
2,387,702 2,387,702 3,377,903 △ 29.3

22,614,284 442,730 23,057,014 24,210,870 △ 4.8
10,452,530 81,700 10,534,230 10,091,043 4.4

320,481 320,481 359,684 △ 10.9
13,436,928 71,000 13,507,928 10,045,902 34.5

うち財政調整基金 1,500,000 1,500,000 1,960,222 △ 23.5
うち特定目的基金 11,217,922 71,000 11,288,922 7,786,785 45.0

674,371 135,970 810,341 641,100 26.4
11,095,667 7,006,000 18,101,667 10,051,034 80.1
9,519,000 425,300 9,944,300 12,274,100 △ 19.0

143,038,328 8,166,800 151,205,128 141,964,338 6.5
556,777 556,777 571,665 △ 2.6

14,204,564 6,014,000 20,218,564 13,174,540 53.5
54,157,143 △ 14,000 54,143,143 54,068,622 0.1
15,307,834 1,331,000 16,638,834 11,204,039 48.5

293,979 293,979 331,494 △ 11.3
4,329,791 4,329,791 4,205,068 3.0
9,091,658 9,091,658 8,675,304 4.8

14,078,693 14,078,693 14,494,176 △ 2.9
3,778,082 120,000 3,898,082 6,493,681 △ 40.0

15,352,047 70,000 15,422,047 14,216,283 8.5
110,000 645,800 755,800 2,899,900 △ 73.9

11,677,760 11,677,760 11,529,566 1.3
100,000 100,000 100,000 0.0

143,038,328 8,166,800 151,205,128 141,964,338 6.5

市 税
譲与 税 、交 付 金
地 方 交 付 税
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
財 産 収 入
繰 入 金

繰 越 金
寄附 金 、諸 収 入
市 債

計
議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
公 債 費
予 備 費

計

区  分

歳
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
出
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